
平成３０年度しながわ～く推進事業 

働き方改革コンサルティング経費助成企業の募集について 

 

 申請時の提出書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎申請方法  郵送もしくは持参 

◎助成の決定 申請書、その他資料を元に助成対象事業の詳細、現在の会社・事業所の

状況等を説明いただき、内部審査を経て助成企業を決定します。（申請が

郵送の場合は、後日ご来所いただきご説明していただきます。） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) しながわ～く推進事業助成金交付申請書  

(2) 登記簿謄本（履歴事項証明書）その他当該法人が品川区内に主たる事業所 

を有することを証する書類（個人にあっては、所得税の確定申告書その他当 

該個人が品川区内に主たる事業所を有することを証する書類） 

(3) 法人事業税および法人都民税の納税証明書（個人にあっては、個人事業税およ

び特別区民税または市町村民税の納税証明書） 

ただし、本社が品川区以外の特別区中にあって、法人事業税・法人都民税の納

税証明書の住所および所在地が品川区の住所でない場合は、品川区の事業所の

所在確認の為、都税事務所に提出する「事業所の新設・廃止申告書」の控え。 

(4) コンサルティング受託内容計画書（コンサルティングを実施する事業者が作成

する実施計画書を添付することができる。） 

(5) 経費内訳書（コンサルティングを実施する事業者が作成する見積書をもって替

えることができる。） 

(6) その他必要と認める資料 

  

§助成金の交付決定 

助成金の額はかかった対象経費の２／３で、１００万円を限度とします。（１千

円未満の端数については切捨いたしますのでご了承下さい。）ただし、申請件

数・所要経費等を考慮し、予算の範囲内で区が交付予定額を決定するので、対

象経費の２／３とならない場合があります。 

 

§実績報告 

 助成企業には、対象事業が終了後、速やかに下記書類を提出していただきます。 

(1) 実績報告書 

(2) 事業実施で得られた成果物 

(2) 事業にかかった経費の請求書および領収書 

(3)  その他実績確認するにあたり必要となる書類 

※書類は窓口で受け付けます。提出時には、成果物の内容や会社・事業所の状

況の説明が必要です。 

 

§助成金の交付 

助成企業には、実績報告提出後に助成金の確定金額をお知らせします。その後、

請求書を提出していただき１か月以内に助成金を振り込みます。 



◎対象者 

（１）助成金の交付を受けることができる者は、区内に１年以上主な事業所を置く

中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者

（以下「中小企業者」という。）その他区長が認める法人または組合とする。

ただし、次のいずれかに該当する企業（以下「みなし大企業」という。）お

よび区長が別に定める業種を除く。 

     ①一つの大企業（中小企業以外の者）が発行済み株式総数又は出資総額の

２分の１以上を単独に所有又は出資している企業 

     ②複数の大企業が発行済み株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有

又は出資している企業 

③役員の半数以上を大企業の役員又は職員が兼務している企業 

④その他大企業が実質的に経営に参画していると考えられる場合 

（２）事業税および法人都民税 （個人にあっては特別区民税・都民税または市町村

民税）を滞納していないこと。 

◎対象経費 

企業の働き方改革に係る以下のような内容のコンサルティング（平成３０年４月か

ら平成３１年３月まで（平成３０年度）の間にコンサルティングの受講が完了し、ま

たは完了する予定のもの）を受けた場合のコンサルティング料 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 申請に関する注意事項 

(1) 提出された書類はお返ししません。 

(2) 交付決定 

① 審査内容に関するお問い合わせについては、一切応じません。 

② 助成金の交付予定額は、書類審査終了後にお知らせします。 

（助成金の交付予定額は、助成金申請額と異なる場合があります。） 

(3) 助成金額の確定 

  最終的な助成金額は、対象として決定を受けた事業の実績報告書提出後に確定い

たします（実績により、助成交付予定額から増額または減額となることがあります）。 

(4) 助成金交付決定の取消し 

  次のいずれかに該当したときは、助成金交付決定の全部または一部を取り消すこ

とがあります。 

①偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

②助成金を他の用途に使用したとき。 

＊ なお、助成金交付決定の取消しを行った場合、すでに交付されている助成金が

ある場合は、取消しにかかる金額分を返還していただきます。 

＊ 助成金の返還にあたっては、返還すべき助成金の交付を受けた日から当該

返還金の完納の日までの期間の日数に応じ、当該助成金の額（一部を返還し

た場合のその後の期間においては、既返済額を控除した額）につき年10.95％

①従業員意識（満足度）調査 

②就業規則の作成や見直し 

③人事諸制度の改善支援（目標管理制度の導入、組織効率化・活性化など） 

④一般事業主行動計画の策定支援 

⑤業務改善手法の導入支援 

⑥長時間労働削減のための業務の可視化・見直し 



の割合で計算した違約金額（1千円未満の端数があるときは、これを切り捨て

る。）を加算して納付していただきます。 

 

 

 

問い合わせ先（書類提出先）記入の方法などご不明な点はお気軽にお問い合わせください。 

 

品川区商業・ものづくり課中小企業支援係 

〒141－0033 品川区西品川１－２８－３ （品川区立中小企業センター２階） 

TEL ５４９８－６３４０（直通） FAX ５４９８－６３３８ 


